
令和 6年 4月版 

居宅介護支援  

重要事項説明書及び契約書 

学校法人 福岡学園 居宅介護支援センター 

サンシャイン シティ

〒814-0193 福岡市早良区田村二丁目 15 番 1 号 

TEL. 092-801-0507 FAX. 092-801-0572 



1 サービスの相談窓口

　連　絡　先       （０９２）８０１－０５０７

 河内　保子　（こうち　やすこ）

*ご不明な点は、お気軽にお尋ねください。

2 事業所の概要

（１）居宅介護支援事業者の指定番号及びサービス提供地域

居宅介護支援センター　サンシャイン シティ

福岡市早良区田村二丁目１５番１号

*上記地域以外の方でもご希望の方はご相談

ください。

（2）事業所の職員体制

　 資格 常勤 非常勤

管理者 看護師 １名 ０名

（３）営業時間

　国民の祝日,１２月２９日～1月３日の

   間はお休みとさせていただきます。

   介護保険指定番号 福岡県　　４０７１４００８３４号

居宅介護支援重要事項説明書

  担当の介護支援専門員

   事業所名

   所在地

1名

   サービスを提供する地域 福岡市早良区、西区、城南区、南区、中央区

業務内容 計

業務管理 １名

主任介護支援専門員
（管理者が兼務）

看護師 1名 ０名 ケアプラン作成等

備　　考

区　　分 平日 土・日

営業時間 ８：３０～１７：１５ 休業
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3　運営の目的

学校法人福岡学園が開設する居宅介護支援センター サンシャインシティ

が行う指定居宅介護支援事業の適正な運営を確保するため、人員及び管

理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が利用者に対し、

適正な居宅介護支援を提供することを目的とします。

4　運営の方針

その居宅において、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むこ

とが出来るように支援いたします。

＊利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者自らの

選択に基づき適切な保険医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業

者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行います。また、

利用者は居宅サービス計画に位置付ける居宅サービス事業所について

複数の事業所の紹介を求めること、及び当該事業所を居宅サービス計画

に位置付けた理由を求めることができます。

常に利用者の立場にたって、利用者に提供される指定居宅サービス等が

特定の種類又は特定の居宅サービス事業所に不当に偏ることのないよう

公正中立に行います。

地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用割合等を別紙のとおり

説明します。

他の指定居宅介護支援事業者、介護保険施設等の保険・医療・福祉サー

ビスとの連携に努めます。

（5）介護保険適用前の障害福祉サービスの利用者が、介護サービスの利用

開始等の際は、障害福祉制度の特定相談支援事業者と連携に努めます。

（6）従業者の教育研修を重視し、提供するサービスの質の向上に勤めます。

（7）利用者の人権、虐待の防止等について

利用者の人権の擁護及び虐待の防止等のため、担当者を定め従業者に

以下の措置を講じます。

①虐待の発生及び再発防止の指針を作成します。

②委員会を設置し、年に1回及び虐待発生時に委員会を開催し、従業者

　に周知します。

③入職時及び、年に1回以上の研修を定期的に実施します。

（1）当事業者は、利用者が要介護状態となった場合においても、可能な限り

（2）当事業のサービス提供に当たっては、利用者の意志及び人格を尊重し

（3）本事業所の作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、

（4）事業の実施に当たっては、市町村、地域包括支援センター、医療機関、

令和6年4月版



（8）ハラスメントについて

職場におけるハラスメント防止に取り組み、従業者が働きやすい環境

づくりを目指すため従業者に対し以下の措置を講じます

①ハラスメントの発生及び再発防止の指針を作成します

②ハラスメント防止委員会を設置し、年に1回及びハラスメント発生時

　に委員会を開催し、従業者に周知します。

③入職時及び、年に1回以上の研修を定期的に実施します。

（9）業務継続　非常災害について

非常災害時の対応について従業者に対し以下の措置を講じます。

①業務継続計画策定及び従業者へ周知します。

②必要な研修及び訓練を入職時及び年に1回以上定期的に実施します。

③定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて変更します。

（10）業務継続　感染症について

感染症の予防及び蔓延時の対応について従業者に対し以下の措置を講じます。

①感染症の予防及び蔓延防止のための指針を作成します。

②委員会を設置し、概ね６ケ月に1回以上の委員会を開催し、従業者へ

  周知します。

③必要な研修及び訓練を入職時及び年に1回以上定期的に実施します。
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5　居宅介護支援の内容
（1）居宅介護支援の申し込みからサービス提供までの流れと主な内容

【施設に入所したい場合】

　　　↓ 　介護保険施設との契約

　*施設入所は直接契約

　　　↓

予防給付の場合

要支援の認定の場合は

地域包括支援センターと契約

介護給付の場合

居宅サービス計画作成依頼の受付

利用者の状況把握・課題分析 居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して

（アセスメント） 行います。

サービス担当者会議等の開催

利用者や家族の希望にそっているか確認の上

同意してください。

各事業者ごとに契約が必要です。

　　　↓

　　　↓

苦情の相談・申出 サービスに不満があれば担当介護支援専門員や

保険者に苦情申し出ができます。

　　　↓

【介護保険の更新】

要介護認定更新の申請 担当介護支援専門員が、有効期限が切れる60日

前に更新の手続きについてお話し致します。

要介護認定の通知 更新後の介護保険被保険者証が利用者の自宅に

送付されます。

当事業所との契約更新

要介護認定の通知

要介護認定の申請

各居宅サービス事業者との契約

【在宅サービスを受けたい場合】

当事業所への相談・利用申し込み

当事業所との契約 重要事項説明書による説明を行い、同意をうけて契約
を実施します。

居宅サービス事業者との調整 アセスメントの結果を踏まえ、利用する介護サービス
事業者等へ連絡調整を行います。。

居宅サービス計画（案）の提示 介護サービス等を利用するためのケアプランを作成し
ます。

居宅サービス事業者との調整 介護サービス事業者等が集まり、ケアプランの内容等
について話し合います。

居宅サービス計画への同意（確定）

介護サービス利用開始

サービス実施状況把握、評価 原則、少なくとも月に1回、利用者の居宅を訪問し、
本人の心身の状態やケアプランの利用状況等について
確認します。

給付管理 ケアプラン作成後、その内容に基づき毎月給付管理票
を作成し、国民健康保険団体連合会に提出します。
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6　サービスご利用時の留意事項について

（1） 利用者または利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこととし、身体的拘束等を

行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録します

（2）入院期間中は、介護保険のサービスはご利用できませんので、ご注意ください。

必要時にはご相談ください。

（3）医療機関との連携を図るため、入院時には医療機関に担当の介護支援専門員

の氏名、事業所名、電話番号等をお伝えください。

（4）利用者及びご家族が事業者の職員に対して行う、暴言、暴力、嫌がらせ、

　　誹謗中傷等の迷惑行為、セクシャルハラスメントなどの行為があった場合、

　　契約を解除することがあります。

（5）以下の場合、テレワークを行うことがあります。

①感染症の予防及び蔓延防止をもう敵といた場合。

②その他、状況に応じ事業所が判断した場合
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7 利用料金

（１）利用料

要介護認定を受けられた方は、介護保険から全額給付されるので

自己負担はありません。

＊ 保険料の滞納等により、法定代理受理ができなくなった場合、１ケ月に

つき要介護度に応じて、下記の金額をいただき、当社からサービス提供

証明書を発行いたします。

このサービス提供証明書を後日お住まいの市区町窓口に提出すると、

全額払戻を受けられます。

下記サービス利用料金は、介護給付費体系の変更があった場合、事業者

は当該サービス利用料金を変更することができるものとします。

＊ 取り扱い件数は、要介護者の数と要支援者に３分の１を乗じた数を合わせて

４４件またはその端数を増すごとに１件となります。

＊

＊ 取り扱い件数は、要介護者の数と要支援者に３分の１を乗じた数を合わせて

49件またはその端数を増すごとに１件となります。

居宅介護支援（Ⅰ）
取扱い件数区分

料金

 要介護度 １・2 要介護度 3・4・5

取り扱い件数
45件未満

11,620円/月 15,097円/月

取り扱い件数
45～59件の部分

5,820円/月 7,532円/月

取り扱い件数
60件以上の部分

3,488円/月 4,515円/月

居宅介護支援（Ⅱ）
取扱い件数区分

料金

 要介護度 １・2 要介護度 3・4・5

取り扱い件数
50件未満

11,620円/月 15,097円/月

取り扱い件数
50～59件の部分

5,638円/月 7,308円/月

取り扱い件数
60件以上の部分

3,381円/月 4,387円/月

ケアプランデータ連携システムを活用し、且つ事務職員を配置している場合。
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（２）加算について

加算名称 料金 算定要件

初回加算 3,210円/月

新規に居宅サービス計画を作成
する場合
要介護状態区分が２段階以上変
更となった場合

入院時情報連携加
（Ⅰ）

2,675円/月
入院日当日に、医療機関の職員
に対して必要な情報を提供した
場合

入院時情報連携加
（Ⅱ）

2,140円/月
入院後３日以内に、医療機関の
職員に対して必要な情報を提供
した場合

利用者が医師の診察をうける際
に同席し、医師等に利用者の心
身の状況や生活環境等の必要な
情報提供を行い、医師等から利
用者に関する必要な情報提供を
受けた上で、居宅サービス計画
に記録した場合

退院・退所
加算
※カンファ
レンス参加
無

連携1回
（Ⅰ1） 4,815 円/回

医療機関や介護保険施設等を退
院・退所し、居宅サービスを利
用する場合において、退院・退
所にあたって医療機関等の職員
と面談を行い、利用者に関する
必要な情報を得たうえでケアプ
ランを作成し、居宅サービス等
の利用に関する調整を行った場
合

連携2回
（Ⅱ）イ 6,420 円/回

退院・退所
加算
※カンファ
レンス参加
有

連携1回
（Ⅰ）ロ 6,420 円/回

連携2回
（Ⅱ）ロ 8,025 円/回

連携3回
（Ⅲ） 9,630 円/回

通院時情報連携加算
（月に1回まで）

535 円/回

緊急時等居宅カン
ファレンス加算

（１月に２回を限
度）

2,140 円/回

病院又は診療所の求めにより、
当該病院又は診療所の職員と共
に利用者の居宅を訪問し、カン
ファレンスを行い、必要に応じ
て居宅サービス等の利用調整を
行った場合

ターミナルケアマネ
ジメント加算

4,280 円/月

在宅で死亡した利用者に対し
て、終末期の医療やケアの方針
に関する 利用者又はその家族の
意向を把握した上で、死亡日及
び死亡日前14日以内に２日以上
在宅を訪問し、利用者の心身の
状態等を記録し、主治の医師及
び居宅サービス計画に位置付け
た居宅サービス事業者に提供し
た場合
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（３）減算

減算名称 料金 算定要件

特定事業所集中減算
1月につき
2,140円を減算

正当な理由なく、給付管理の対
象となるサービスが位置づけら
れた居宅サービス計画の数のう
ち同一法人の割合が80％を超え

る場合

運営基
準減算

該当した月
所定単位数の

50％で
算定

厚生労働省が定めた運営基準を
満たさない場合

該当が２ケ
月以上継続

報酬算定なし

同一建物減算
所定単位数の

95％で
算定

居宅介護支援事業所と同一敷地
内又は同一建物に居住する利用
者
同一建物に1ケ月あたり２０人以
上の利用者がいる場合

高齢者虐待防止措置
未実施

所定単位数の
1％減算

虐待発生又はその再発を防止す
るための措置が講じられていな
い場合

業務継続計画
（BCP）未策定

所定単位数の
1％減算

感染症若しくは災害のいずれ
か、又は両方の業務継続計画が
未策定の場合（令和7年4月1日
より適応）
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（4）交通費

このサービスを提供する地域にお住まいの方は無料です。

＊ それ以外の地域にお住まいの方は、担当者がおたずねするための交通費

がその距離に応じて必要となります。その詳細は下記の通りです。

通常の事業の実施地域の境界から

　片道おおむね１０ｋｍ以内 ２５０円

　片道おおむね１０ｋｍ以上 １ｋｍ増す毎に100円加算

（5）解約料

利用者は、1週間の予告期間をもっていつでも契約を解約することができ、

一切料金はかかりません。

（6） その他

支払方法

料金が発生する場合、月ごとの精算とし、毎月15日までに前月分の請求

をいたしますので、月末までにお支払いください。お支払いいただきま

すと、領収証を発行します。　お支払方法は、銀行振込、現金集金、

口座自動引き落としの３通りの中からお選びいただけます。
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8 サービス内容に関する相談・苦情の連絡先

（１） 当事業所 ご利用者相談・苦情窓口

当事業所の居宅介護サービスに関するご相談・苦情及び居宅サービス計

画に基づいて提供している各サービスについてのご相談・苦情を承りま

す。

　 河内　保子

 　０９２－８０１－０５０７

　 河内　保子

（２） 苦情処理体制・手順

　

１.担当介護支援専門員は相手方と連絡をとり直接訪問するなどして状況

　の把握に努めます。又、管理者へ報告を行い、対応を検討します。

２.管理者が必要ありと判断した場合は、事業者等を含め検討会議

　を行います。

３.検討の結果は、速やかに具体的な対応に努めます。

４.記録を台帳等に記録し、再発防止に努めます。

管理者

苦情窓口

電話番号

利用者

苦情受付者

担当介護支援専門員 管理者等

説
明

報告・連絡・相談

説
明

相
談
（
苦
情
）

報
告指導

説
明
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（3） その他の相談窓口

当事業所以外に、保険者の相談・苦情窓口に苦情を伝えることができます。

所在地　福岡市早良区百道2-1-1

電話番号　092-833-4355

所在地　福岡市西区内浜1-4-1

電話番号　092-895-7066

所在地　福岡市城南区鳥飼6丁目1-1

電話番号　092-833-4105

所在地　福岡市南区塩原3丁目25-3

電話番号　092-559-5125

所在地　福岡市中央区大名2丁目5-31

電話番号　092-718-1102

 所在地　福岡市博多区吉塚本町13-47

電話番号　092-642-7859

 所在地　春日市原町3-1　
クローバープラザ　４階

電話番号　092-915-3511

9 秘密の保持及び個人情報の保護

（1） 当事業所及びその従業員は業務上知り得た利用者またはその家族の

秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。

なお、この守秘義務は、契約終了後も同様です。

（2） 当事業所及びその従業員は、利用者または利用者の家族の個人情報

を用いる場合あらかじめ文書により利用者及び利用者の家族の同意

を得て、個人情報をサービス担当者会議等において利用できるもの

とします。

10 緊急時の対応

本事業所は、現に居宅介護支援の提供を行っている時に、利用者の病状

急変が生じた場合、その必要な場合には、速やかに主治医及び関係者に

連絡を取る等必要な措置を講じます。

11 事故発生時の対応

担当介護支援専門員は、利用者に対する居宅介護支援の提供により

の事故が発生した場合には速やかに保険者、利用者の家族等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じ、管理者に報告します。

　福岡県社会福祉協議会
福岡県運営適正化委員会

（ＡＭ　9：00～ＰＭ　5：30）

　早良区役所
　福祉・介護保険課

　西区役所
　福祉・介護保険課

　城南区役所
　福祉・介護保険課

　南区役所
　福祉・介護保険課

　中央区役所
　福祉・介護保険課

　福岡県国民健康保険
団体連合会　介護保険課
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12 賠償責任

（1） 本事業所は、居宅介護支援の提供にあたって、本事業所の責めに帰すべき

事由により、利用者又はその家族等の生命・身体・財産等を傷つけた場合

には、相当範囲内において、利用者に対してその損賠を賠償します。

（2） 利用者又はその家族等は、利用者又はその家族等の責めに帰すべき

事由により、本事業所の従業者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合

には、相当範囲内においてその損害賠償を請求される場合があります。

13 介護給付費の改定

厚生労働省が定める介護給付費（介護報酬）の改定があった場合、

本事業所の料金体系は、厚生労働省が定める介護給付費（介護報酬）

に準拠するものとし、「9.利用料金」の説明及び差し替えを行います。

14 当事業所の概要

法人種別　 ・名称 学校法人　福岡学園

法人所在地 福岡市早良区田村二丁目１５番１号

法人電話番号 ０９２－８０１－0411

15 関連事業

・介護老人保健施設　サンシャイン シティ

・福岡歯科大学

・福岡歯科大学医科歯科総合病院

・福岡医療短期大学

・福岡看護大学
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利用者　　　　　　　　　　　　　　　様（以下、「利用者」といいます）と居宅

介護支援センターサンシャイン シティ （以下、「事業者」といいます）は、事業

者が利用者に対して行う居宅介護支援について、次のとおり契約します。

第１条 事業者は、利用者の委託を受けて、利用者に対し介護保険法令の趣旨にしたが

って、居宅サービス計画の作成を支援し、指定居宅サービス等の提供が確保さ

れるようサービス提供事業者との連絡調整その他の便宜を図ります。

（契約期間）

第２条 この契約の契約期間は令和    年    月    日から利用者の要介護認定の有効期間

満了日までとします。

2 契約満了日の７日前までに、利用者から事業者に対して、契約終了の申し出が

ない場合、契約は自動更新されるものとします。

（介護支援専門員）

第３条 事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員を利用者へのサービスの担当者

として任命し、その選定または交代を行った場合は、利用者にその氏名を文書

で通知します。

（居宅サービス計画作成の支援）

第４条 事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させ、居宅サービス

計画の作成を支援します。

① 利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接して情報を収集し、解決す

べき課題を把握します。

② 当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利

用料等の情報を適正に利用者及びその家族に提供し、利用者にサービスの

選択を求めます。

③ 提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留

意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。

④ 居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等について、保険

給付の対象となるか否かを区分したうえで、その種類、内容、利用料等に

ついて利用者及びその家族に説明し、利用者から文章による同意を受けま

す。

⑤ その他、居宅サービス計画作成に関する必要な支援を行います。

居宅介護支援契約書

（契約の目的）
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（経過観察・再評価）

第５条 事業者は、居宅サービス計画作成後、次の各号に定める事項を介護支援専門員

に担当させます。

① 利用者及びその家族と毎月連絡を取り、経過の把握に努めます。

② 居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サー

ビス事業者等との連絡調整を行います。

③ 利用者の状態について定期的に再評価を行い、状態の変化等に応じて居宅

サービス計画変更の支援、要介護認定区分変更申請の支援等の必要な対応

をします。

（施設入所への支援）

第６条 事業者は、利用者が介護保険施設への入院または入所を希望した場合、利用者

に介護保険施設の紹介その他の支援をします。

（居宅サービス計画の変更）

第７条 利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービ

ス計画の変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居

宅サービス計画を変更します。

（給付管理）

第８条 事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成

し、福岡県国民健康保険団体連合会に提出します。

（要介護認定等の申請に係る援助）

第９条 事業者は、利用者が要介護認定等の更新申請及び状態の変化に伴う区分変更の

申請を円滑に行えるよう利用者を援助します。

2 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護認定等の申請を利用者に代わって

行います。

（サービスの提供の記録）

第10条 事業者は、指定居宅介護支援の提供に関する記録を作成することとし、これを

この契約終了後５年間保管します。

2 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第１項

のサービス実施記録を閲覧できます。

3 利用者は、当該利用者に関する第１項のサービス実施記録の複写物の交付を受

けることができます。

4 第１2条１項から３項の規定により、利用者または事業者が解約を通知し、

かつ、利用者が希望した場合、事業者は、直近の居宅サービス計画及びその実

施状況に関する書面を作成し、利用者に交付します。
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（料金）

第11条 事業者が提供する居宅介護支援に対する料金規定は「重要事項説明書」のとお

りです。

（契約の終了）

第12条 利用者は、事業者に対して、1週間の予告期間をもって解約の申し出を行うこ

とにより、いつでもこの契約を解約することができます。

2 事業者は、やむを得ない事情がある場合、利用者に対して、契約終了日の1ケ

月前までに理由を示した文書で通知をすることにより、この契約を解約するこ

とができます。この場合、事業者は当該地域の他の指定居宅介護支援事業者に

関する情報を利用者に提供します。

3 事業者は、利用者またはその家族が事業者や介護支援専門員に対して、この契

約を継続し難いほどの背信行為を行った場合、文書で通知することにより、直

ちにこの契約を解約することができます。

4 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。

① 利用者が介護保険施設等に入所した場合

② 利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）または要支援と認定された場合

③ 利用者が死亡した場合

④ 利用者の所在が、２週間以上不明になった場合

⑤ 利用者が３ケ月以上入院した場合

（秘密保持）

第13条 事業者、介護支援専門員及び事業者の使用する者は、サービスを提供するうえ

で知り得た利用者及びその家族に関する秘密について、利用者や第三者の生

命・身体等に危険がある場合などの正当な理由なく第三者に漏らしません。

この守秘義務は契約終了後も同様です。

2 事業者は、利用者及び利用者の家族からあらかじめ文章で同意を得ない限り、

サービス担当者会議等において、利用者及び利用者の家族の個人情報を用い

ません。

（賠償責任）

第14条 事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により

利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償します。

（身分証携行義務）

第15条 介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者や利用者の家

族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。
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（相談・苦情対応）

第16条 事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、自ら提供した

居宅介護支援または居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス等に関す

る利用者の要望、苦情等に対し、迅速に対応します。

（善管注意義務）

第17条 事業者は、利用者より委託された業務を行うにあたっては、法令を遵守し、善

良なる管理者の注意をもってその業務を遂行します。

（本契約に定めのない事項）

第18条 利用者と事業者は、信義誠実をもって本契約を履行するものとします。

2 本契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるとこ

ろを尊重し、双方が誠意を持って協議のうえ定めます。

（裁判管轄）

第19条 利用者と事業者は、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者の住

所地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。
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